
 

 

 

（１）学校施設の長寿命化及び災害対策等について 

 

 

１ 学校施設整備の基本的な方針（北栄町学校施設長寿命化計画（R元.12月）より抜粋） 

 

（１）教育施設の規模・配置計画等の方針 

  本町の教育施設については、これまで形成された地域コミュニティを維持するため、 

原則として現在の配置を維持するものとする。 

  今後、建替え時期を迎える前には、児童生徒数の規模、必要な学級数などを総合的

に勘案し、また、小中一貫校など床面積の縮減を目指しながら施設規模の適正化を検

討していく必要がある。 

 

（２）改修等の基本的な方針 

①長寿命化の方針、目標耐用年数 

適切な時期に大規模改造や長寿命化改修を実施することを前提に、全ての建築物の 

目標耐用年数を 80年とする。 

ただし、建築後 40年程度経過した施設など、目標耐用年数までの期間が少なく老朽 

化が著しい建物については、その時の財政状況や費用対効果を検証しながら、長寿命 

化改修の実施の有無や対策メニューを検討していく。 

 

②改修周期の設定 

長寿命化の方針に従い、建築後 80年まで使用することを目標に、大規模改造を建築 

後 20年と 60年、長寿命化改修を建築後 40年で実施していくことを基本とする。 

また、長寿命化改修を実施しない施設についても、現状のまま日常修繕や大規模改 

造のみで対応し、80年まで使用することを目標とする。 

 

 

２ 児童・生徒数の推移見込み 

                                  （人） 

学校 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

北条小 379 360 340 332 324 301 279 

大栄小 336 330 315 323 317 300 293 

北条中 206 197 213 206 197 178 173 

大栄中 190 198 187 180 167 159 156 

合計 １，１１１ １，085 １，０５５ １，０４１ １，００５ ９３８ 901 

    ※R8以降の人数は、各学校の所属年齢の児童生徒数としており、転入転出は加味 

していない。 

 

 



 

 

 

３ 建物情報一覧表（北栄町学校施設長寿命化計画より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※過去５年には、長寿命化計画に基づき、北条中の校舎、大栄中の体育館、大栄小の校

舎の大規模改造を実施した。 

※今後の計画としては、健全度の低い北条小の北校舎、大栄小の体育館、大栄中の校舎

の改修を検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 学校施設の耐災害性の強化 

令和７年６月６日に国土強靭化実施中期計画が閣議決定され、避難所となる公立小中

学校施設についても、耐災害性の強化が求められている。 

・小中学校体育館への空調設備の設置  （目標 R17に 100%） 

・小中学校トイレの洋式化        （目標 R12に 100%） 

・小中学校におけるバリアフリー化   （目標 R12に 100%） 

・小中学校における非構造部材の耐震化 （目標 R27に 100%） 

 

基準 2019

1 北条小学校 北校舎 小学校 校舎 RC 2 1,099 1986 S61 33 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

2 北条小学校 西校舎 小学校 校舎 RC 2 777 1991 H3 28 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

3 北条小学校 屋内運動場 小学校 体育館 S 1 1,391 2003 H15 16 新 - - - - 長寿命 A B A A A 93

4 北条小学校 本校舎 小学校 校舎 RC 3 3,096 2009 H21 10 新 - - - - 長寿命 C B A A A 88

5 大栄小学校 校舎（教室棟） 小学校 校舎 RC 3 2,364 1974 S49 45 旧 済 済 H12 29.2 長寿命 C C D C D 25

6 大栄小学校 校舎（教室棟増築） 小学校 校舎 RC 3 312 1985 S60 34 新 - - - - 長寿命 C C D C D 25

7 大栄小学校 校舎（管理棟） 小学校 校舎 RC 3 2,871 1975 S50 44 旧 済 済 H12 29.2 長寿命 C C D B D 30

8 大栄小学校 屋内運動場 小学校 体育館 S 1 1,029 1975 S50 44 旧 済 済 H19 29.2 長寿命 B C B C D 52

9 北条中学校 校舎 中学校 校舎 RC 3 4,601 1995 H7 24 新 - - - - 長寿命 C C B B B 62

10 北条中学校 屋内運動場 中学校 体育館 RC 2 1,505 1995 H7 24 新 - - - - 長寿命 B C B B B 65

11 北条中学校 地域・学校連携施設 中学校 武道場 RC 2 324 1995 H7 24 新 - - - - 長寿命 C C B B B 62

12 北条中学校 校舎（技術棟） 中学校 校舎 S 1 280 1995 H7 24 新 - - - - 長寿命 D A B B B 77

13 大栄中学校 校舎 中学校 校舎 RC 3 3,746 1964 S39 55 旧 済 済 H15 19 長寿命 C C B A A 68

14 大栄中学校 校舎（生徒用玄関） 中学校 校舎 RC 3 408 2006 H18 13 新 - - - - 長寿命 A A B A A 91

15 大栄中学校 校舎（技術棟） 中学校 校舎 S 1 310 1987 S62 32 新 - - - - 長寿命 B B B C C 66

16 大栄中学校 屋内運動場 中学校 体育館 RC 2 1,534 1993 H5 26 新 - - - - 長寿命 B D C B C 39

17 大栄中学校 地域・学校連携施設 中学校 体育館 RC 2 262 1993 H5 26 新 - - - - 長寿命 B D C B C 39

18 大栄中学校 屋内運動場 中学校 武道場 S 2 944 1989 H元 30 新 - - - - 長寿命 A C B B C 63
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長寿命化判定

：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

北条小北校舎雨漏り 

R4改修 

大栄中管理棟屋上防水劣化等 

R3改修 

大栄小体育館断熱材剥がれ等 

R6改修 



第
１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画
【
概
要
】

第
４
章

推
進
が
特
に
必
要
と
な
る
施
策
（
例
）

（
３
）
デ
ジ
タ
ル
等
新
技
術
の
活
用
に
よ
る
国
土
強
靱
化
施
策
の
高
度
化

（
４
）
災
害
時
に
お
け
る
事
業
継
続
性
確
保
を
始
め
と
し
た
官
民
連
携
強
化

（
５
）
地
域
に
お
け
る
防
災
力
の
一
層
の
強
化

○
A
I
や
ド
ロ
ー
ン
、
衛
星
等
の
革
新
的
な
デ
ジ
タ
ル
等
新
技
術
は
、
組
合
せ
や
使
い
方
の
工
夫
次
第

で
、
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
飛
躍
的
に
進
化
さ
せ
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
革
新
的

な
技
術
を
発
災
直
後
の
過
酷
な
環
境
下
に
お
け
る
初
動
対
応
か
ら
復
旧
・
復
興
段
階
に
至
る
あ
ら

ゆ
る
災
害
対
応
フ
ェ
ー
ズ
に
お
い
て
積
極
的
に
活
用
で
き
る
よ
う
、
平
時
も
含
め
た
運
用
体
制
の

強
化
を
図
り
、
フ
ェ
ー
ズ
フ
リ
ー
な
活
用
環
境
の
整
備
を
推
進
す
る
。

○
激
甚
化
・
頻
発
化
す
る
大
規
模
自
然
災
害
か
ら
国
民
の
生
命
・
財
産
・
暮
ら
し
を
守
り
、
社
会
経
済

活
動
を
維
持
・
継
続
さ
せ
て
い
く
た
め
に
は
、
民
の
力
を
最
大
限
発
揮
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

○
災
害
に
強
い
社
会
構
造
へ
の
転
換
に
向
け
、
こ
れ
ま
で
国
民
一
人
一
人
が
進
め
て
き
た
住
宅
の
耐
災
害

性
強
化
や
民
間
企
業
が
進
め
て
き
た
施
設
の
耐
災
害
性
強
化
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
複
線
化
、
事
業

継
続
計
画
（
BC
P）

の
策
定
等
の
取
組
に
加
え
、
地
方
創
生
や
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
と
の
連
携
強

化
に
よ
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
創
意
工
夫
を
官
民
連
携
で
創
出
す
る
取
組
を
強
力
に
推
進
す
る
。

○
自
然
災
害
の
激
甚
化
・
頻
発
化
に
伴
い
長
期
化
す
る
災
害
対
応
に
適
応
す
る
た
め
、
自
立
と
連
携
の
両
面
か
ら
地
域
防
災
力
の
強
化
を
図
る
。
被
災
地
に
お
い
て
被
災
者
が
安
全
に
、
安
心
し
て
生
活
で
き
る
避
難
所
環
境
や

支
援
者
が
最
大
限
の
力
を
発
揮
で
き
る
活
動
環
境
の
整
備
を
推
進
し
、
地
域
の
災
害
時
に
お
け
る
自
立
性
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
長
期
に
及
ぶ
避
難
生
活
や
復
旧
・
復
興
を
持
続
的
に
支
援
で
き
る
よ
う
、
広
域
連
携
体

制
の
強
化
を
図
る
。
な
お
、
実
施
中
期
計
画
で
は
、
半
島
・
離
島
等
の
条
件
不
利
地
域
に
お
け
る
国
土
強
靱
化
施
策
に
つ
い
て
も
、
そ
の
他
地
域
に
お
い
て
進
め
る
当
該
施
策
と
併
せ
て
全
国
的
な
施
策
と
し
て
位
置
付
け
る

こ
と
と
し
、
各
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
目
標
の
設
定
や
当
該
目
標
の
達
成
に
向
け
た
施
策
の
実
施
に
つ
い
て
は
、
半
島
・
離
島
等
の
関
連
法
に
基
づ
き
別
途
策
定
さ
れ
る
計
画
等
の
下
で
具
体
的
に
推
進
す
る
も
の
と
す
る
。

■
災
害
に
強
い
市
街
地
形
成
に
関
す
る
対
策
【
国
土
交
通
省
】

≪
目

標
≫

災
害

に
強

い
市

街
地

形
成

に
関

す
る

対
策

を
優

先
的

に
必

要
と

す
る

地
域

（
56
9
市

区
町

村
（

令
和

５
年

度
時

点
）

）
の

う
ち

、
対

策
（

津
波

避
難

タ
ワ

ー
等

の
整

備
、

不
燃

化
促
進

、
緊

急
車
両

ア
ク

セ
ス

向
上

、
防

災
機
能

強
化
等
）
が
概
成
し
た
割
合

9.
0
％
【
R５

】
 →

 
45
％
【
R1
2
】
→
 
10
0
％
【
R
25
】

松
原
公
園
津
波
避
難
複
合
施
設

Te
rr

as
se

 O
ra

ng
e 

to
i 

防
災
と
観
光
の
機
能
を
高
度
に

融
合
さ
せ
た
日
本
初
の
津
波
避

難
複
合
施
設

能
登
半
島
地
震
の
被
災
地
に

派
遣
さ
れ
た
医
療
コ
ン
テ
ナ

■
医
療
コ
ン
テ
ナ
の
活
用
【
厚
生
労
働
省
】

≪
目
標
≫
可
動
性
の
あ
る
医
療
コ
ン
テ
ナ
を
有
す
る
三
次
医
療
圏

（
全
52
医
療
圏
）
の
割
合

63
％
【
R
６
】
 →

 
10
0％

【
R1
2
】

※

※
災
害
時
の
利
活
用
方
法
に
つ

い
て
厚

生
労
働
科
学
研
究
等
を
通
じ
検

討
を
進

め
つ
つ
、
R
1
2
以
降
も
各
都
道
府
県
全
体
で
各
二
次
医
療
圏
１
基

以
上
に
相
当
す
る
個
数
の
医
療
コ
ン
テ
ナ
（
災
害
時
に
利
用
可
能
な
可
動
性
を
有
す
る
も
の
）
の
保
有
を
目
指
す
等
導
入
拡
大
を
図
る
。

＜
立
地
適
正
化
計
画
等
と
連
携
し
た
国
土
強
靱
化
施
策
の
推
進
、

国
土
強
靱
化
と
地
方
創
生
の
一
体
的
推
進
に
よ
る
地
域
防
災
力
の
強
化
＞

＜
保
健
・
医
療
・
福
祉
支
援
の
体
制
・
連
携
強
化
＞

＜
生
活
の
基
盤
と
な
る
住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化
＞

■
住
宅
・
建
築
物
の
耐
震
化
【
国
土
交
通
省
】

≪
目
標

≫
居
住

世
帯
の
あ
る

住
宅
の
ス

ト
ッ
ク
総

数
の
う
ち

、
大
規
模

地
震
時
に

倒
壊
等

し
な
い
よ

う
耐
震

性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
も
の
の
割
合
（
住
宅
の
耐
震
化
率
）

90
％
【
R
５
】
 →

 
9
5％

【
R
1
2】

 →
耐
震
性
が
不
十
分

な
も
の
を
お
お
む
ね
解
消
【
R
1
7】

※

※
耐
震
化
は
所
有
者
の
判
断
で
行
わ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
10
0
％
に
近
い
状
態
を
目
指
す
目
標
を
設
定

＜
フ
ェ
ー
ズ
フ
リ
ー
な
デ
ジ
タ
ル
体
制
の
構
築
＞

＜
国
の
地
方
支
分
部
局
等
の
資
機
材
の
充
実
（
警
察
・
消
防
・
自
衛
隊
・

TE
C

-F
O

R
C

E等
）
＞

■
TE
C-
FO
RC
E等

に
係
る
機
能
強

化
に

よ
る

災
害

対
応

力
の
強
化
【
国
土
交
通
省
】

≪
目

標
≫
大
規
模
氾
濫
等
に
対
応
（
高
揚
程
化
に
よ
る
機

能
強
化
）
す
る
た
め
の
災
害
対
策
用
車
両
（
排
水
ポ
ン

プ
車
：
約
24
0台

（
令
和

６
年
度

末
時

点
）
）
の
整
備
完
了
率

75
％
【
R６

】
→
 8
3％

【
R1
2】

 →
 1
00
％
【
R2
2】

■
緊
急

消
防
援
助
隊
の
車
両
整

備
等

に
よ

る
災

害
対

応
力
の
強
化
【
総
務
省
】

≪
目

標
≫

航
空

消
防

防
災
体

制
の

充
実

の
た

め
、

航
空
小

隊
（

全
77
隊
（

令
和

７
年
３

月
時

点
）

）
に

特
に

必
要

な
航

空
機

・
資

機
材

（
消

防
防

災
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
（

消
防

庁
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
を

含
む

。
）

、
ヘ

リ
サ
ッ
ト
地
球
局
、
持
込

型
機
上

装
置
）
の
整
備

完
了
率

 9
4％

【
R６

】
→
10
0％

【
R1
2】

■
災
害

用
装
備
資
機
材
の
充
実

強
化
【
警

察
庁
】

≪
目

標
≫

広
域

緊
急

援
助

隊
の

災
害

時
の

救
出

救
助

活
動

に
必

要
な

資
機

材
（

近
年

の
豪

雨
災

害
等

へ
の

対
応

に
当

た
り

不
足

が
確

認
さ

れ
た

水
難

救
助

セ
ッ

ト
（

ヘ
ル

メ
ッ
ト

、
救
命
胴
衣
、
ブ
ー
ツ

等
）
：
約
2,
50
0式

）
の
更
新
整
備
の
完

了
率

０
％
【
R６

】
→
 1
00

％
【
R1
2】

■
自
動

施
工

技
術
を
活
用
し
た

建
設

現
場

の
省

人
化

対
策
【

国
土
交
通
省
】

≪
目

標
≫

工
種
（
盛
土

・
掘
削

・
積
込
み
・

運
搬
・
押
土

・
敷
均
し
・
締

固
め
の
７
工
種
）

に
お
け
る
自
動

施
工

機
械
の
技
術
基
準
の
適
用
（
基
準
整
備
、
試
行
工
事
の
実
施
）
完
了
率

０
％
【
R６

】
 →

 1
00
％
【
R1
2】

消
防
庁
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー

に
よ
る
救
助
活
動

＜
ス
フ
ィ
ア
基
準
等
を
踏
ま
え
た
避
難
所
環
境
の
抜
本
的
改
善
、
避
難
地
や
救
援
・
救
護
活
動

等
の
拠
点
の
整
備
・
機
能
強
化
、
国
等
に
よ
る
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
物
資
の
分
散
備
蓄
の
強
化
＞

＜
避
難
所
や
教
育
の
現
場
と
な
る
学
校
等
の
耐
災
害
性
強
化
（
耐
震
化
、
熱
中
症
対
策
・
寒
冷
地
対
策
等
）
＞

＜
避
難
所
等
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
蓄
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
等
を
活

用
し
た
自
立
分
散
型
の
電
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
の
構
築
＞

■
学
校
施
設
の
安
全
確
保
、
教
育
活
動
等
の
早
期
再
開
、
避
難
所
等
と
し
て
の
役
割
を
果
た
す
た
め
の
耐
災
害
性
強
化

（
公
立
学
校
）
【
文
部
科
学
省
】

≪
目
標
≫
避
難
所
等
に
も
な
る
公
立
小
中
学
校
の
体
育
館
等
（
体
育
館
、
武
道
場
：
32
,6
16
室
）
に
お
け
る
空
調
設
備
の
設
置
完
了
率

18
.
9％

【
R６

】
 
→
 6
8.
1
％
【
R
1
2】

→
 
1
0
0％

【
R
17
】

■
避
難
施
設
・
防
災
拠
点
へ
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
蓄
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
等
の
災
害
・
停
電
時

に
も
活
用
可
能
な
自
立
分
散
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
導
入
推

進
対
策
【
環
境
省
】

≪
目
標
≫
指
定
避
難
所
（
約
8
2
,0
0
0か

所
）
等
の
う
ち
、
緊
急
に
整
備
が
必
要
な
公
共

施
設
等
(4
,
00
0か

所
）
に
お
け
る

災
害
時
に
活
用
可
能
な
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
等
の
導
入
完
了
率

21
％
【
R
５
】
 →

 
6
2.
5％

【
R1
2
】
→
 
10
0
％
【
R
17
】

■
避
難

所
の
生
活
環
境
改
善
対

策
と

そ
の

た
め

の
備
蓄
【
内
閣
府
】

≪
目

標
≫

ス
フ

ィ
ア

基
準
を

満
た

す
避
難

所
を

設
置

す
る

た
め

に
必
要

と
な

る
ト

イ
レ

、
ベ

ッ
ド
等

の
災

害
用

物
資
・
資
機
材
の

備
蓄

を
行
っ

て
い

る
市

区
町
村
の
割
合

  
  
  
  
  
  
  
０
％
【
R６

】
※

 →
 1
00
％
【
R1
2】

※
令
和
６
年
12
月
に
改
定
し
た
「
避
難
生
活
に
お
け
る
良
好
な
生
活
環
境
の
確
保
に
向
け
た
取
組
指
針
」
(平

成
25
年
８
月
内
閣
府
）
等
を
踏
ま

え
、
今
後
、
ス
フ
ィ
ア
基
準
に
適
合
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
災
害
用
物
資
・
資
機
材
の
市
区
町
村
に
よ
る
備
蓄
状
況
を
確
認
す
る
。

被
災
地
の
支
援
に
向
け
た

キ
ッ

チ
ン

カ
ー
・
ト
レ
ー
ラ
ー
ハ
ウ
ス

等
の

登
録
制
度
に
登
録
さ

れ
た

車
両
数

 ０
台
【
R６

】
→
1,
00
0台

【
R1
2】

※

※
関

係
者
へ

の
ヒ
ア

リ
ン
グ
等
か
ら
、
登
録
制
度
の
登
録
対
象

と
な

り
得
る

と
想

定
さ

れ
る

車
両
数

＜
発
災
時
に
お
け
る
民
間
・

N
PO

・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
活
動
環
境
の
整
備
＞

■
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
の
多
様
な
主
体
と
の
連
携
【
内
閣
府
】

≪
目
標
≫
都
道
府
県
域
に
お
け
る
災
害
中
間
支
援
組
織
の
設
置
率

45
％
【
R
５
】
 →

 
10
0％

【
R1
2
】

ト
レ
ー
ラ
ー
ハ
ウ
ス

3

■
避
難

地
や

救
援
・
救
護
活
動

の
拠

点
等

と
な

る
防

災
公
園
の
整

備
・
機
能
強
化
【
国
土
交
通
省
】

≪
目
標

≫
広
域
防
災
拠
点
・
地
域
防
災
拠
点
・
広
域
避
難

地
と
な
る
防
災
公
園
（
約
1,
50
0か

所
）
に
お
け
る

災
害
時
に
活
用
可

能
な

給
水
施

設
の

確
保

率
  

  
  
  
  
  
  
28
％
【
R４

】
→
 5
0％

【
R1
2】

※

※
ソ

フ
ト

施
策

に
よ

り
災

害
時

の
給
水
機

能
が
確

保
さ
れ

得
る

こ
と

を
考

慮
し
、

半
数

の
都
市

公
園

で
非

常
用

井
戸

等
の

整
備

に
よ

り
災

害
時

の
給
水
機
能
を
確
保
す
る
こ
と
と
し
て
目
標
を

設
定

な
ら

okuda
矩形

okuda
テキストボックス
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87 
 

Ⅳ-ⅰ 245 予防保全型管理への転換やストック

の適正化に資する都市公園の老朽化

対策 

インフラ長寿命化計画を策定済みの都市公園（約

75,000 公園（令和５年度時点））のうち、緊急度

の高い老朽化した公園施設の改修等の対策を完

了した都市公園の割合 

51％【R５】 → 100％【R12】 

国土交通省 

Ⅳ-ⅰ 246 学校施設の安全確保、教育活動等の

早期再開、避難所等としての役割を

果たすための耐災害性強化（国立学

校） 

避難所や防災拠点等にもなる国立大学法人等が

保有する施設のうち、点検等により早急な対応が

必要とされた施設（築 45 年以上かつ 200m2 を超

える棟に存在する落下・崩落の危険性のある非構

造部材（天井、外壁、内壁、窓・ガラス及び照明

器具）：600 万 m2）・設備（避難所機能の確保に必

要な主要配管・配線：4,564km、基幹設備：5,991

台）の老朽化対策（落下・崩落対策等）完了率 

68.5％【R６】 → 76.4％【R12】 → 100％【R27】 

災害（地震、豪雨）時の機能確保が必要な国立大

学等の基盤的インフラ設備（情報通信、医療機器

管理システム等）（34 件）の整備完了率 

０％【R６】 → 100％【R15】 

文部科学省 

Ⅳ-ⅰ 247 学校施設の安全確保、教育活動等の

早期再開、避難所等としての役割を

果たすための耐災害性強化（公立学

校） 

避難所等にもなる公立小中学校の体育館等（体育

館、武道場：32,616 室）における空調設備の設置

完了率 

18.9％【R６】 → 68.1％【R12】 → 100％【R17】 

避難所等にもなる公立小中学校におけるトイレ

の洋式化（420,891 基）の整備完了率 

68.3％【R５】 → 100％【R12】 

避難所等にもなる公立小中学校におけるバリア

フリー化（201,619 か所）の整備完了率 

71.5％【R６】 → 100％【R12】 

避難所等にもなる公立小中学校施設のうち、点検

等により早急な対応が必要とされた施設（築 45

年以上かつ 200m2を超える棟に存在する落下・崩

落の危険性のある非構造部材（天井、外壁、内壁、

窓・ガラス及び照明器具）：3,937 万 m2）の老朽化

対策（落下・崩落対策）完了率 

28.5％【R５】 → 49.1％【R12】 → 100％【R27】 

文部科学省 

Ⅳ-ⅰ 248 学校施設の安全確保、教育活動等の

早期再開、避難所等としての役割を

果たすための耐災害性強化（私立学

校） 

避難所等にもなる私立学校施設の構造体（15,732

棟及び 6,683 万 m2）の耐震対策完了率 

93.8％【R４】 → 100％【R10】 

避難所等にもなる私立学校施設の非構造部材（吊
つ

り天井等 6,688 棟及び吊
つ

り天井等以外 7,833 校）

の耐震対策完了率 

39.4％【R４】 → 65.8％【R12】→ 100％【R22】 

避難所等にもなる私立学校（1,207 校）における

バリアフリー化の整備完了率 

37％【R４】 → 65％【R12】 → 100％【R22】 

文部科学省 

Ⅳ-ⅱ 249 企業の本社機能の地方移転・拡充 地方拠点強化税制等による本社機能の移転・拡充

に伴う従業員増加数の累計の目標達成率 

80％【R６】 → 100％【R９】 

内閣府 

Ⅳ-ⅱ 250 民間企業及び企業間/企業体/業界等

における BCP の策定促進及び BCM の

普及 

大企業の BCP の策定完了率 

76.4％【R５】 → 100％【R17】 

中堅企業の BCP の策定完了率 

45.5％【R５】 → 80％【R17】 

内閣府 

Ⅳ-ⅱ 251 中小企業・小規模事業者の事前の防

災・減災対策 

事業継続力強化計画認定件数 

62,802 件【R５】 → 90,000 件【R８】 

経済産業省 

Ⅳ-ⅱ 252 石油製品の円滑な供給に向けた関係

府省庁間連携の強化 

関係機関で連携した上で、地方公共団体等のニー

ズに沿う形で訓練等を実施し、災害時の安定的な

石油製品供給を図る。 

経済産業省 

okuda
矩形
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矩形



 

 

（２）部活動の地域移行（展開）について 

 

１．国の方向性について 

（１）現状 

令和５年度～令和７年度末「部活動改革推進期間」と位置づける 

⇒休日の部活動の段階的な地域移行を推進 

 

（２）今後 ※素案段階 

令和８年度～令和１３年度「改革実行期間」と位置づける 

⇒原則、休日に行われているすべての部活動において*地域展開を実現し、地域クラブ活

動へ転換する 

   併せて、地域の実情に応じながら休日と平日を包括的に検討していく 

   令和７年度冬頃に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的

なガイドライン（国ガイドライン）」を改訂する 

 

２．県の方向性について 

（１）現状 

令和５年８月県推進計画を策定し、休日における部活動の地域連携や地域移行を推進 

地域移行については、準備ができた部活動から行うこととする 

 

（２）今後 ※素案段階 

令和８年度当初から県内の各市町村が部活動の地域連携・*地域展開の取組を推進していけ

るよう、国ガイドライン改訂の前に令和８年度から令和１０年度までの「改革実行期間（前

期）」における県の推進計画を改訂する予定 

 

３．北栄町の方向性について 

（１）現状 

①地域クラブの認定はなし 

②中学校部活動を任意加入とする 

 ③地域連携型で実施 

 ・部活動指導員、外部指導者を各校に最大５人ずつ配置 

   

＊両校外部指導者を含む人数 外部指導者数は（）内 

・部活動指導員配置の部活動には、休日の単独指導を依頼（R6年度：３４％） 

 ・R7年度 拠点校方式を導入（大栄中バレー部） 

 R7 R6 R5 R4 R3 

北条中 ４（１） ５（２） ６（２） ５（１） ５（１） 

大栄中 ４ ５ ５ ４ ６（１） 



 

 

  

（２）課題 

 ・町としての方針の決定（地域展開型を進めるか） 

 ・方針決定後の目標（ゴール）の設定 

 ・財源の負担のあり方（運営主体の自己財源となっているが、受益者（保護者）負担だけでは、

運営主体にとって魅力のある活動にならない。） 

 ・地域クラブの認定（市町村が認定、市町村をまたいだ認定、認定基準など） 

 ・地域展開型を勧めた場合、運営主体をどうするか（町、スポーツクラブ、その他団体・民間事

業者など） 

 ・指導者の確保 

 ・指導者の単独指導 

 

 

 

【 参 考 】 

１．R７年度部活動実施状況 

●大栄中 

部活動 人数 顧問 部 活 動 指

導員・外部

指導者 

野球 １５ ２  

陸上競技 １６ ２  

バスケ男子 １１ １  

バスケ女子 １３ ２  

バレー １２（北条

５） 

１ １ 

剣道 １０ １  

柔道 １６ １ １ 

バドミントン ２４ ２  

卓球 ２２ １ １ 

ソフトテニス １１ ２  

吹奏楽 ５ １ １ 

文化 １７ １  

社会体育 ２２   

未加入 １   

 

社会体育は、空手、ダンス、硬

式テニス、バレー、サッカー、

バド 



 

 

●北条中 

部活動 人数 顧問 部 活 動 指

導員・外部

指導者 

野球 ７ ２  

卓球男子 １３ ２ 

 

１ 

卓球女子 ７ 

バスケ男子 １７ １  

バスケ女子 ７ １  

サッカー ７ ２  

ソフトテニス １７ ２  

バドミントン男子 ２４ ２ 

 

１ 

バドミントン女子 １４ 

剣道男子 ５ １ １ 

吹奏楽 ２０ １ １ 

美術 １１ １  

バレー 大栄へ５   

社会体育 １１   

未加入 ４１   

 

 

２．部活動指導員への報酬 

（１）部活動指導員 

R6年度 運動部 6人 2,229,840円 （補助金 1,360,000円） 

      文化部 2人   817,760円 （補助金   464,000円） 

（２）外部指導者への報酬 

R6年度 運動部 1人 89,790円 

       文化部 1人 89,790円 （補助金 2人分 100,925円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会体育は、柔道、水泳、サッカ

ー、バレー、バトン、バド、水球、

バスケ 



 

 

３．北栄町立学校教職員の時間外勤務実績（令和６年度） 

（１）職員数合計 

①小学校 ５９人 

②中学校 ４６人 

 

（２）年間１人あたりの平均時間 

①小学校 ４３５．８２時間 

②中学校 ２５４．０９時間 

 

（３）年間３６０時間超の職員数 

①小学校 ４１人（出現率：６９．４９％） 

③中学校 １３人（出現率：２８．２６％） 

 

４．現在の地域クラブの要件 

 ①休日の生徒の活動機会を確保することを目的としている。また、可能な限り平日も活動

機会を確保できることが望ましいが必須の条件とはしない。 

 ②国ガイドライン及び市町村立学校の部活動方針又は、子どものスポーツ活動ガイドライ

ン（H２６年３月県教委策定）を遵守した活動を行っている。なお、休日と平日両方の活

動を担う場合は、別途活動時間及び休養日を定める。 

 ③これまで部活動が、学校教育の中で担ってきた教育的意義や目的について継承し活動を

通じた生徒の人間形成に寄与することを目的として活動している。 

 



（３）体験的学習活動休業日及び夏季休業日について 

 

１．体験的学習活動休業日について 

（１）体験的学習活動等休業日とは 

 学校教育法施行令（第 29条）に定められた「家庭及び地域における体験的な学習活動その

他の学習活動のための休業日」のこと。これは、子どもたちが家庭や地域で多様な体験活動

を行う機会増やし、心身の健全な発達を促すことを目的として設けられた休業日。 

 

（２）ねらい 

 ・体験活動の充実 

 ・心身の健全な発達 

 ・家族や地域とのふれあい 

 ・保護者の休暇取得の促進 

 ・地域社会の活性化 

 

（３）主な課題 

 ・保護者の休暇取得が困難 

 ・体験活動の準備不足 地域、団体が、体験活動の機会を十分に提供できない場合あり 

 ・制度の周知不足 

 ・経済的負担 体験活動には費用がかかる場合あり 

 ・公平性の問題 すべての家庭が同じように体験活動に参加できない 

 

（４）県内実施市町村 

 ・鳥取市 R7：4/29（火）～5/6（火）【体験的学習活動休業日：4/30，5/1，5/2】 

R7：11/1（土）～11/4（火）【体験的学習活動休業日：11/4】 

 ・倉吉市 R7：11/21（金）～11/24(月) 【体験的学習活動休業日：11/21】 

 ・琴浦町 R6：11/22（金）～11/24（日）【体験的学習活動休業日：11/22】 

 ・南部町 R7：5/2（金）～5/6（火）【体験的学習活動休業日：5/2】 

 

 

 

 

 

 

 



２．夏季休業日の短縮について 

（１）令和７年度の実施期間 

 ・北条小学校 7/23（水）～8/27（水）36日間 

 ・大栄小学校 7/23（水）～8/27（水）36日間 

 ・北条中学校 7/23（水）～8/27（水）36日間 

 ・大栄中学校 7/25（金）～8/29（水）36日間 

 

（２）メリット、デメリット 

①メリット 

 ・教員の働き方改革 

 ・家庭の経済的な負担軽減 

 ・学習効果の向上 

 ・生活リズムの維持 

②デメリット 

 ・心身のリフレッシュ効果の低減（児童生徒、教員） 

 ・生徒の学習意欲の低下 

 

 ・熱中症のリスク 

 ・体験活動の機会の損失 

 

３．事例 

 ・例えば、夏休みを１０日間短縮し、平日授業を６時間⇒４～５時間に短縮 

 ・例えば、夏休みを１０日間短縮し、冬休みや春休みを長くする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【 参 考 】 

１．学校教育法施行令第２９条（学期及び休業日） 

 公立の学校（大学を除く。以下この条において同じ。）の学期並びに夏季、冬季、学期末、

農繁期等における休業日又は家庭及び地域における体験的な学習活動その他の学習活動のた

めの休業日（次項において「体験的学習活動等休業日」という。）は、市町村又は都道府県の

設置する学校にあっては当該市町村又は都道府県の教育委員会が、公立大学法人の設置する

学校にあっては当該公立大学法人の理事長が定める。 

２ 市町村又は都道府県の教育委員会は、体験的学習活動等休業日を定めるに当たっては、

家庭及び地域における幼児、児童、生徒又は学生の体験的な学習活動その他の学習活動の体

験的学習活動等休業日における円滑な実施及び充実を図るため、休業日の時期を適切に分散

させて定めることその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

２．北栄町立小学校及び中学校管理規則第７条（休業日） 

 休業日は、次のとおりとする。 

（１）国民の祝日に関する法律に規定する休日 

（２）土曜日及び日曜日 

（３）学年始業日 ４月１日から同月１０日までの間において校長が定める期間 

（４）夏季休業日 ７月２０日から９月２０日までの間において校長が定める期間 

（５）冬季休業日 １２月２０日から翌年１月２０日までの間において校長が定める期間 

（６）学年末休業日 ３月２１日から同月３１日までの間において校長が定める期間 

（７）その他校長が必要と認めた休業日 

２ 前項第３号から第７号までの規定による休業日を、教育委員会に届け出なければならな

い。 

 

３．R6倉吉市ふれあいホリデーアンケート結果 

  別紙 
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